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This study aims to evaluate cracking limit of concrete based on law of conservation of energy. 
First, simple physical property evaluation test were carried out to evaluate under mass curing. Next, 
compression creep test were carried out to evaluate for volume changes. Then the prediction formulas of 
volume changes were generated. Based on obtained results, calculated the total workload of concrete and 
potential energy. Finally compared each other to evaluate cracking limit. 
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１． はじめに 
高度経済成長期に整備されたコンクリート構造物の老
朽化対策として，「インフラ長寿命化基本計画」が国土交
通省により提案され，将来にわたって必要な性能を発揮す
るための取組みが行われている．また，コンクリート構造
物の高層化や複雑化によって，高強度コンクリートを用い
た構造物が増加している．水セメント比を小さくした高強
度コンクリートは高い耐久性を有することが種々の研究
によって明らかにされている．一方で，高強度コンクリー
トは単位セメントの増加によって水和発熱による温度上
昇量が増加すること，自己収縮が普通コンクリートに比べ
て卓越する等の課題を有している．これらの水和反応に伴
って生じる体積変化は，コンクリートの若材齢時に生じる
ため，ひび割れ発生リスクを増大させる要因となっている． 
 コンクリート構造物に生じるひび割れは，力学的な弱点
になるだけではなく，耐久性に大きな影響を与えることか
ら，設計段階での事前予測・制御することが重要である．
事前予測には，温度応力解析によるひび割れ照査が広く行
われている．しかし，温度応力解析を行う際に用いる圧縮
強度や引張強度等の力学特性，水和反応に伴う発熱特性，
クリープ等の変形特性，環境条件等の設計用値について，
過去のデータをもとにした参考値を用いることが一般的
であり，解析結果と実構造物の挙動には差異が生じること
がある．また，コンクリートのひび割れ発生条件について，
部材内部に生じる引張応力が引張強度を越えた際にひび
割れが発生し，ひび割れ指数もこの考え方に基づいている．
その他のひび割れ発生条件としては，ひずみ限界や破壊力
学に基づくものなどが挙げられる．しかし，いずれのひび
割れ発生条件においても研究者により見解が異なる． 
 以上のことから，若材齢時に生じるひび割れを防ぐため
に，若材齢コンクリートの体積挙動及びひび割れ発生限界
について，実験データの蓄積，適切に評価する手法が求め
られる． 
 本研究では，若材齢コンクリートに対する強度試験，簡
易物性評価試験及び圧縮クリープ試験を実施し，実構造物
条件下での体積挙動の把握を行う．また，これらの結果を
用いて，仕事量一定則に基づくコンクリートの総仕事量か
らひび割れ発生限界についての検討を行った． 
 
２． 検討水準 
 本研究の使用した配合を表 1 に示す．目標スランプ
8±1.5cm，空気量 4.5±1.0%とした． 
 
表 1 検討配合 
 
 
 
 
水 セメント 細骨材 粗骨材
W C S G
1 BB45 157 349 775 1017
2 BB50 154 308 798 1043
3 BB60 154 257 815 1072
4 N45 157 349 780 1023
5 N50 158 318 789 1035
6 N60 154 257 815 1072
高炉
セメント
B種
普通
ポルトランド
セメント
水準 略称
単位量 (kg/m3)
セメント種
３． 簡易物性評価試験によるマス養生下での各種
性状に関する検討 
(1)実験概要 
 本検討では，温度応力解析の精度向上の一環として，現
場での材料物性値の取得が可能な簡易断熱容器を用いて，
材料物性値の取得を行った．その際に，簡易断熱容器内で
養生可能な直接引張試験用供試体を用いて，引張強度と引
張変形の把握を行った．また，熱膨張係数の時間依存性に
ついての検討を行った． 
 
(2)実験方法 
 本検討で使用した発泡スチロール製の簡易断熱容器を
図 1 に示す．容器中央のϕ300×400mm の供試体は中央に
ひずみ計を埋設し，温度履歴及びひずみ履歴の測定を行っ
た．得られた温度履歴に対して，温度解析による同定解析
を実施し，断熱温度上昇特性を算出した．断熱温度上昇特
性の評価には，コンクリート標準示方書に記される式を用
いた．また，温度変化量とひずみ変化量の勾配より熱膨張
係数の算出を行った．容器両端のϕ100×400mmの供試体は
直接引張強度試験に使用し，温度履歴を受けた養生下(マ
ス養生)での引張強度特性と引張変形特性の把握を行った．
試験材齢 3 日，7 日，14 日，28 日とし，各材齢に対して
試験本数を 3本として実施した．直接引張強度試験に用い
た供試体を写真 1に示す．また，別の簡易断熱容器を用い
て，容器両端にϕ100×200mmを 24本作製し，圧縮強度試
験及び割裂引張強度試験を同材齢で実施した． 
 
 
図 1 簡易断熱容器概要図 
 
 
写真 1 直接引張強度試験供試体 
 
 
 
(3)実験結果 
a)熱特性 
 簡易物性評価試験より得られた断熱温度上昇特性を図
2 に示す． 得られた断熱温度上昇特性を水セメント比ご
とに比較すると，同水セメント比において，全ての水準で
普通ポルトランドセメントを用いた場合の方が大きくな
った．温度上昇速度においても上昇速度は速くなった．セ
メント種ごとに比較すると，水セメント比が小さいほど断
熱温度上昇量は大きくなり温度上昇速度は速くなる傾向
を示した． 
 
 
図 2 各水準の断熱温度上昇特性 
 
 得られたひずみ履歴より温度変化量とひずみ変化量の
勾配から算出した熱膨張係数を図 3に示す．コンクリート
温度が下降域となった後の材齢 7日までを算出し，3時間
を 1 区間とした．マスコンクリートのひび割れ制御指針
で，温度応力解析を行う際に使用されている一般値を示す．
材齢ごく初期で 18(×10-6/℃)と大きな値を示した後，材齢
12 時間程度まで低下する傾向を示した．温度の上昇と下
降の境である 24～72時間の熱膨張係数の把握は困難であ
ると言える.96 時間は一般値に比べ小さな値を示しており，
その後一般値に近づく傾向となった． 
 
 
図 3 熱膨張係数(BB50) 
b)力学特性 
 マス養生直接引張強度と標準養生である 20℃一定で水
中養生した割裂引張強度の関係を図 4に示す．材齢 3日で
は，マス養生直接引張強度と標準養生割裂引張強度が同程
度となった．既往の研究では，直接引張強度は割裂引張強
度に比べ 2割程度小さくなることが報告されている．材齢
3日では，マス養生により高温で養生されたために反応が
促進したために，マス養生直接引張強度と標準養生割裂引
張強度が同程度になったと考えられる．材齢 7日以降は，
標準割裂引張強度の方が大きくなり，材齢 28日では最大
で 1.5(N/mm2)程度大きくなった． 
 
 
図 4 マス養生直接引張強度試験結果 
 
 マス養生引張ヤング係数とマス養生圧縮ヤング係数の
比較を図 5に示す．引張ヤング係数と圧縮ヤング係数は一
般的に等しいものとして扱われることが多いが，本研究で
は，引張ヤング係数の方が 2割程度大きくなる結果となっ
た． 
 
 
図 5 引張ヤング係数と圧縮ヤング係数の関係 
 
 マス養生直接引張強度試験と封緘養生直接引張強度試
験の伸び能力の比較を図 6に示す．マス養生直接引張試験
の最大ひずみは，封緘養生直接引張試験に比べ全体として
小さくなる傾向を示した．マス養生を行った場合，伸び能
力が低下していることが考えられる．これは，マス養生と
同様な養生条件である実構造物では，コンクリートの伸び
能力が低下している可能性が考えられる． 
 
 
図 6 養生条件の違いによる伸び能力の変化 
 
c)温度応力解析結果 
 得られたマス養生直接引張強度試験の結果に対して，温
度応力解析を実施した．解析対象は，高さ 1.0mの基礎ス
ラブ上に打設される高さ 3.0m，壁厚を 2.0m，打込み長さ
を 10m の壁状構造物とした．解析モデルは対称性を考慮
して 1/4モデルとした．解析結果を図に示す．強度の物性
値に水中養生圧縮試験結果のみを用いた場合とマス養生
直接引張強度試験結果を加えて用いた場合の比較を行っ
た．2つのひび割れ指数を比較すると，最小値は 0.3の差
が生じており，水中養生圧縮強度試験結果のみを用いて解
析を行った場合，危険側の評価をしていることが分かる． 
 
 
図 7 解析結果(ひび割れ指数) 
 
４． 若材齢コンクリートのクリープ性状に関する
検討 
(1)実験概要 
本検討では，若材齢コンクリートのクリープ挙動の把握
及び温度応力解析の精度向上を目的として，一定応力作用
下の圧縮クリープ試験を実施し，若材齢クリープに特有の
要因である載荷材齢，載荷応力比が及ぼす影響を明らかに
するとともに，クリープ係数の予測式を提案した． 
 
(2)実験方法 
 本試験では，Φ100×400mmの供試体を用い，若材齢コン
クリートの圧縮クリープ試験を実施した．供試体への載荷
は，センターホールジャッキを用いて供試体中に埋設した
PC鋼棒を引っ張った状態でナットを締め込み，PC鋼棒が
圧縮方向に復元しようとする力を利用して，コンクリート
に圧縮荷重を加える仕組みである．載荷後は，温度 20℃一
定条件で養生した． 
 圧縮クリープ試験に使用した供試体の概要を写真 2 に
示す．本検討では，塩化ビニル管を型枠として用いること
で，脱型の必要がなく乾燥を防止することとした．透明な
塩化ビニル管を用いることで，締固めが十分か確認できる
ようにした．また，PC鋼棒は，ひずみゲージを貼った後，
VBテープにより防水加工を施し，ゴムチューブを巻くこ
とで，コンクリートとの付着を無くし，載荷時のひび割れ
が発生しないようにした． 
 圧縮クリープと並行して，自己収縮ひずみの測定も実施
した．用いた供試体は，圧縮クリープ試験に用いた供試体
と同じ Φ100×400mmの塩化ビニル管を用い，PC鋼棒にゴ
ムチューブを巻かずにコンクリートと完全付着させるこ
とで，自己収縮ひずみを測定した．  
 圧縮クリープ試験の結果から，圧縮強度試験より得られ
た弾性ひずみと自己収縮試験より得られた自己収縮ひず
みを差し引くことで，クリープひずみを算定した． 
 
 
写真 2 圧縮クリープ試験供試体 
 
(3)要因と水準 
 圧縮クリープ試験の要因と水準を以下の表 2に示す．  
 
表 2 圧縮クリープ試験の要因と水準 
 
(4)実験結果 
 得られたクリープひずみを載荷応力で割ることで単位
クリープ，弾性ひずみで割ることでクリープ係数を算出し
た．水セメント比による影響の把握ために応力比 0.2の終
局クリープひずみと終局単位クリープを図 8に示す．既往
の研究では，水セメント比は大きくなるにつれ，終局クリ
ープひずみは小さくなり，単位クリープは大きくなると報
告されている．本検討では，ほぼ同様の傾向が得られてい
るが，水セメント比 60%の終局クリープひずみの値が 45%，
50%に比べ大きくなった．これは，差し引いた弾性ひずみ
が実際に生じた弾性ひずみに比べ小さかったためである
と考えられる． 
 
 
図 8 水セメント比の影響(応力比 0.2) 
 
 載荷材齢による影響を把握するためにBB45の終局クリ
ープ係数と終局単位クリープを図 9に示す．既往の研究で
は，若材齢クリープに関して，載荷材齢が早いと終局クリ
ープ係数は大きくなると報告されている．本検討でも，載
荷材齢が早いほどでの終局クリープ係数は，大きくなる傾
向を示した．終局単位クリープにおいても同様の傾向を示
した. 
 
 
図 9 載荷材齢の影響(BB45) 
水準 セメント種
水セメント比
(%)
載荷材齢
(日)
応力比
(S/S)
1～9 45 3，5，7 0.2，0.3，0.4
10～18 50 3，5，7 0.2，0.3，0.4
19～27 60 3，5，7 0.2，0.3，0.4
高炉セメント
B種
 応力比による影響を把握するためにBB45の終局クリー
プ係数と終局単位クリープを図 10に示す．既往の研究で，
応力比 0.5以下では，載荷応力とクリープ係数，載荷応力
と単位クリープには線形性が成り立つことが報告されて
いる．本検討でも同様に線形関係が成り立っている． 
 
 
図 10 応力比による影響(BB45) 
 
(5)クリープ予測式の提案 
 圧縮クリープ試験の結果から，クリープ係数の予測式を
作成した．予測式には，CEB-FIP1990モデルを参考とした．
CEB-FIP1990モデルの下の式(1)～(7)に示す． 
 
 ϕ(t, t0) = ϕ∞ ∙ βc(t − t0) (1) 
 
 ϕ∞ = ϕRH × β(fcm) × β(t0) (2) 
 𝜙𝜙𝑅𝑅𝑅𝑅 = 1 + 1 − 𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑜𝑜⁄0.46 × (ℎ ℎ0⁄ )13 (3) 
 β(𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐) = 5.3(𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐 𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐0⁄ )0.3 (4) 
 β(𝑡𝑡0) = 10.1 + (𝑡𝑡0 𝑡𝑡1⁄ )0.2 (5) 
 𝛽𝛽𝑐𝑐(𝑡𝑡 − 𝑡𝑡0) = � (𝑡𝑡 𝑡𝑡0⁄ ) 𝑡𝑡1⁄𝛽𝛽𝑅𝑅 + (𝑡𝑡 − 𝑡𝑡𝑜𝑜) 𝑡𝑡1⁄ �0.3 (6) 
 𝛽𝛽𝑅𝑅 = 150 × �1 + �1.2 × 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅0�18� × ℎℎ0 + 250 (7) 
 
ここで，ϕ(t, t0) ∶  t0で載荷された tクリープ係数 
    ϕ∞ ∶終局クリープ係数 
    βc(t − t0) ∶時間に依存するクリープの速度項 
    RH ∶相対湿度(%) RH0 ∶ 100  
    fcm ∶材齢 28日圧縮強度(N mm2⁄ ) fcm0 ∶ 10 
    h ∶仮想部材厚(mm) h0 ∶ 100 
 
 
 
 
既往の研究で，CEB-FIP1990モデルは，クリープの進行
速度が遅く，若材齢のクリープ係数を精度よく予測出来て
いないことが報告されている．そこで本検討では，終局ク
リープ係数ϕ∞と載荷クリープの速度項βc(t − t0)を修正す
ることで実測値に近づけることとした． 
 終局クリープ係数ϕ∞は，乾燥クリープの影響項ϕRH，圧
縮強度の影響項β(fcm)，載荷材齢の影響項β(t0)から構成さ
れている．本検討では，外気による乾燥の影響はないため，
乾燥クリープの影響項ϕRHに代わる係数を提案した．提案
する終局クリープ係数の式を下の式(8)に示す． 補正係数
は，最小二乗法により同定することで算出した．  
 
 ϕ∞ = 0.23 × β(fcm) × β(t0) (8) 
 
載荷クリープの進行速度に影響するβHには，JCI式で用
いられる以下に示す式(9)を参考とし，係数を修正するこ
とで，実測値に近づけることとした． 
 
 βH = 0.49 × exp(6.39 × fc(t0) fc(28)⁄ ) (9) 
 
 本検討により得られたβHを以下に示す． 
 
 βH = 1.90 × exp(2.20 × fc(t0) fc(28)⁄ ) (10) 
 
本検討から得られたクリープ係数の予測式を式(11)～(13)
に示す． 
 
 ϕ(t, t0) = 0.23 × β(fcm) × β(t0) × βc(t − t0) (11) 
 𝛽𝛽𝑐𝑐(𝑡𝑡 − 𝑡𝑡0) = � (𝑡𝑡 𝑡𝑡0⁄ ) 𝑡𝑡1⁄𝛽𝛽𝑅𝑅 + (𝑡𝑡 − 𝑡𝑡𝑜𝑜) 𝑡𝑡1⁄ �0.3 (12) 
 βH = 1.90 × exp(2.20 × fc(t0) fc(28)⁄ ) (13) 
 
本検討より得られた推定値と実測値の比較を図 11 に示
す．CEB-FIP1990モデルでは，再現されていない材齢初期
のクリープ係数と終局クリープ係数の値が表された． 
 
 
図 11 推定値と実測値の比較 
５． 仕事量一定則に基づくひび割れ発生限界に関
する検討 
(1)実験概要 
 これまでに述べた実験結果を踏まえて，コンクリートの
総仕事量の算出・評価を行った．評価を行う際に，温度応
力シミュレーション装置(Thermal Stress Testing Machine，
以後 TSTMと称す)により算出された総仕事量との比較を
行い，ひび割れ発生限界を評価した． 
 
(2)実験方法 
TSTM試験とは，供試体に任意の拘束度を与えることの
できる拘束供試体と，自由に膨張・収縮が可能な無拘束供
試体とで構成される温度応力シミュレーション装置であ
る．供試体概要図を図 12及び 13に示す．拘束供試体は，
試験対象区間と拘束治具との境界部で応力集中が生じな
いように緩やかなカーブ状になっている．また，本研究で
は乾燥防止のため，両供試体にプラスチック製のシートを
用いて封緘養生を施している．両試験供試体周囲には，温
度が調節できる配管が配置されており，事前に温度管理さ
れた水を通水させることで任意に設定した温度履歴を与
えることが可能であり，型枠及び配管は外気温の影響を防
止するため断熱材で覆われている．供試体内部の温度は，
拘束試験装置で 5点，無拘束試験装置で 3点において熱電
対を用いて観測し，ひずみは，両試験機に設置された変位
計により測定を行っている． 
 
 
図 12 無拘束試験装置概要図 
 
 
図 13 拘束試験装置概要図 
 
(3)実験結果 
a)実験結果より算出した各種ひずみの検討 
 TSTM試験で得られるひずみは，以下に示す通りである．
封緘養生を行っているため，乾燥の影響は考慮しない． 
 
 εtotal = εth + εe + εcr + εas (14) 
 
ここで，εtotal ∶全ひずみ εth ∶温度ひずみ 
    εe ∶弾性ひずみ εcr ∶クリープひずみ 
    εas ∶自己収縮ひずみ 
 
 TSTM試験の温度履歴及び応力測定結果を図 14に示す．
設定温度と同じ履歴を示し，約材齢 2 日で最高温度 50℃
となった． 
 
 
図 14 TSTM試験温度測定結果 
 
 TSTM 試験の応力測定結果を図 15に示す．拘束応力は
水和熱による影響により材齢 1.5 日で圧縮側に 1.2N/mm2
ほど発生し，温度降下域である材齢 4.5 日で引張側に
2.9N/mm2発生した際にひび割れが生じた． 
 
 
図 15 TSTM試験応力測定結果 
 
 はじめに，圧縮クリープ試験と並行して行った自己収縮
試験の結果より，自己収縮ひずみを算出した．算出方法は，
TSTM 試験の温度履歴に対して，任意の時間分割に従い，
時間間隔毎の温度変化による自己収縮ひずみを求積して
いく方法である step by step法を用いて，温度区間を 5℃と
して，測定した 20℃一定，30℃一定，40℃一定条件のひず
みを重ね合わせることで算出した．算出した自己収縮ひず
みを図 16 に示す．TSTM 試験でひび割れが発生した約 4
日までの結果を示す．材齢 1日までは 20μ程度膨張挙動を
示し，その後収縮側に材齢 4.5日で約 50μ程度ひずみが発
生した． 
 
 
図 16 自己収縮ひずみ 
 
 次に，簡易物性評価試験より得られた熱膨張係数を用い
て温度ひずみを算出した．算出した熱膨張係数を図 14に
示す．また，TSTM試験装置の無拘束供試体に生じたひず
みから自己収縮ひずみを差し引くことで算出した温度ひ
ずみを示す．熱膨張係数より算出した温度ひずみは，
TSTM試験より求めた温度ひずみに比べ，膨張ひずみが最
大で 20μ程度小さくなり，ピーク時の材齢は，0.5日程度
遅くなる結果となった． 
 
 
図 17 温度ひずみ 
次に，若材齢コンクリートに対する強度試験結果を用い
て，弾性ひずみを算出した．弾性ひずみは材齢 1日，2日，
3日，4日，5日の強度試験結果から，TSTM試験の応力測
定結果をもとに重ね合わせることで算出した．算出した弾
性ひずみを図 18に示す．水和熱による膨張に伴い材齢 1.5
日で膨張側に 100μ程度ひずみが発生し，温度効果に伴っ
て引張側にひずみが発生し，ひび割れ時の材齢 4.5 日で
150μ程度となった． 
 
 
図 18 弾性ひずみ 
 
最後に，圧縮クリープ試験より，クリープひずみの算出
を行った．クリープ係数の推定式によりクリープひずみを
算出した．算出したクリープひずみを図 19に示す．比較
として，TSTM試験で生じた拘束供試体の全ひずみより算
出したクリープひずみを示す．推定式より算出したクリー
プひずみは，1.5日で収縮側にひずみが 50μ程度発生して
いるのに対して，TSTM より算出したクリープひずみは
300μ 程度となった．この差は，重ね合わせる際に 1 日材
齢のクリープ係数を 3日，5日，7日より算出しているが，
材齢ごく初期ではよりクリープ係数が大きくなっている
可能性が考えられる． 
 
 
図 19 クリープひずみ 
 TSTM 試験より得られた結果を用いてコンクリートの
総仕事量の算出を行った．コンクリートの総仕事量は，以
下の式(15)によって示される． 
 
 ∆Q + ∆H + ∆W = 0 (15) 
ここで，∆Q ∶  系の内部エネルギー変化量 
    ∆H ∶  系から外界に放出された熱量 
∆W ∶  力学的エネルギーの変化量  
 
 ∆Q = � 𝜎𝜎(∆𝜀𝜀𝑡𝑡ℎ + ∆𝜀𝜀𝑒𝑒 + ∆𝜀𝜀𝑐𝑐𝑐𝑐 + ∆𝜀𝜀𝑎𝑎𝑎𝑎)𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑉𝑉
 (16) 
 ∆H = 𝜌𝜌𝑐𝑐𝑐𝑐∆𝑇𝑇 (17) 
 ∆M = 12𝜌𝜌𝑎𝑎𝐸𝐸𝑎𝑎𝜀𝜀𝑎𝑎2 (18) 
 
 式(16)～(18)を用いて，先に示した温度履歴，ひずみ履歴
に対して仕事量計算を行った．TSTM試験における力学的
エネルギの変化量は供試体の型枠である拘束鋼材による
ものとする．算出した総仕事量を図 20に示す．熱量によ
り最大 75(×10-6N/mm2)仕事量が大きく増加した後，材齢 2
日以降は減少傾向となった． 
 
 
図 20 コンクリートの総仕事量 
 
b)コンクリートのポテンシャルエネルギーの算出 
 コンクリートのポテンシャルエネルギーはマス養生直
接引張強度を用いて算出を行った．試験より得られた応力
－ひずみ関係から以下の式(19)を用いて算出した． 
 
 ∆U =  � 𝜎𝜎𝑡𝑡∆𝜀𝜀𝑡𝑡𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑉𝑉
 (19) 
 
ここで，σt ∶引張強度 ∆εt ∶引張試験時のひずみ 
 
算出した結果を図 21に示す．コンクリートのポテンシ
ャルエネルギーは材齢の増加に伴い増加する傾向を示し
た． 
 
 
図 21 ポテンシャルエネルギー 
 
c)総仕事量によるひび割れ発生限界の評価 
 算出した TSTM 試験の総仕事量と簡易物性評価試験のポ
テンシャルエネルギーの比較を図に示す．総仕事量とポテ
ンシャルエネルギーが増加する交点付近でひび割れが発
生していることが分かる．今後は，ひび割れ発生時の総仕
事量の値を定量的に評価する必要がある． 
 
 
図 22 総仕事量とポテンシャルエネルギーの比較 
 
６． まとめ 
 本研究で得られた結果を以下に示す． 
(1) 簡易物性評価試験により，熱特性及び引張特性の把
握を行った． 
(2) 圧縮クリープしけんにより，圧縮時のクリープ性状
の把握とクリープ推定式を算出した． 
(3) コンクリートの総仕事量の計算により，コンクリー
トのひび割れ発生予測の可能性を示した． 
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